
   鹿児島市重度身体障害者福祉電話貸与要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、本市に居住する重度身体障害者に対して予算の範囲内で重度身体障害者 

福祉電話（以下「福祉電話」という。）を貸与することにより、重度身体障害者のコミュニ 

ケーション及び緊急連絡の手段の確保を図るとともに、電話による安否の確認を行い、各種

の相談に応ずるなどのサービスを提供し、もって重度身体障害者の福祉の増進を図ることを

目的とする。 

 （貸与対象者） 

第２条 前条に規定する福祉電話貸与の対象者は、難聴者又は外出困難な重度身体障害者（原  

則として身体障害者福祉法施行細則による障害の級別が２級以上の者）で、コミュニケーシ  

ョン、緊急連絡等の手段として福祉電話の貸与を受ける必要性があると認められるものであ  

って、次の各号に該当する世帯に属するものとする。 

⑴ 身体障害者のみの世帯又はこれに準ずる世帯 

⑵ 現に電話が設置されていない世帯 

 ⑶ 市町村民税の非課税世帯 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が特に必要と認めた重度身体障害者には、福祉電話を貸与

することができる。 

 （貸与申請） 

第３条 福祉電話の貸与を受けようとする者は、重度身体障害者福祉電話貸与申請書（様式第 

１）に必要な書類を添えて市長に提出しなければならない。 

 （決定通知等） 

第４条 市長は、前条の申請書を受理したときは、申請者の実態を速やかに調査のうえ、貸与 

の可否を決定し、重度身体障害者福祉電話貸与決定通知書（様式第２）又は重度身体障害者

福祉電話貸与却下通知書（様式第３）により、その旨申請者に通知するものとする。 

 （契約の締結） 

第５条 前条の規定により貸与の通知を受けた者は、本市と重度身体障害者福祉電話使用貸借 

契約書（様式第４）により契約を締結しなければならない。 

（費用の負担） 

第６条 福祉電話の設置に要する費用は、本市の負担とする。 

２ 福祉電話の貸与は、無償とする。 

３ 福祉電話の回線使用料、配線使用料及び機器使用料は、本市の負担とし、通話料金、移転 

料、修繕料その他使用に伴って生じる費用は、貸与を受けた者又はこれを扶養する者（以下 

「借受人」という。）の負担とする。 

（貸与期間） 



第７条 福祉電話の貸与期間は、第５条の契約締結日から市長が必要と認める期間とする。 

（管理義務等） 

第８条 借受人は、貸与された福祉電話を善良な管理者の注意をもって維持管理するものとし、 

これを第三者に譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

２ 借受人は、貸与された福祉電話を貸与の目的に反して使用してはならない。 

３ 借受人は、福祉電話の設置場所を移動しようとするときは、事前に市長の承認を受けなけ 

ればならない。 

 （報告義務） 

第９条 借受人は、貸与された福祉電話をき損し、又は滅失した場合には、直ちに市長にその 

状況を報告し、その指示に従わなければならない。 

 （損害の賠償） 

第１０条 前条の場合における福祉電話のき損又は滅失が借受人の故意又は過失によって生じ 

たものであると認められるときは、借受人は市長が請求する損害金を賠償しなければならな 

い。 

 （返還の申出） 

第１１条 借受人は、福祉電話を必要としなくなったときは、速やかに市長にその返還を申し 

出なければならない。 

 （解約） 

第１２条 市長は、次の各号のいずれかに該当したときは、第５条の契約を解約し、重度身体 

障害者福祉電話使用貸借契約解約通知書（様式第５）により借受人に通知するものとする。 

⑴ 借受人の住居に福祉電話以外の電話が設置されたとき。 

 ⑵ 借受人が本市以外に転出したとき。 

 ⑶ 借受人が長期間入院し、又は障害者支援施設に入所したとき。 

 ⑷ 借受人が電話料金を２か月以上滞納したとき。 

 ⑸ 借受人がこの要綱に違反したとき。 

 ⑹ その他市長が、福祉電話を貸与する必要がないと認めるとき。 

 （返還） 

第１３条 借受人は、第７条の貸与期間が満了した場合又は前条の規定により契約を解除され 

た場合は、速やかに福祉電話を市長に返還しなければならない。 

 （その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

   付 則 

 この要綱は、昭和５７年６月１７日から施行する。 

   付 則 

 この要綱は、昭和６０年８月１日から施行する。 



   付 則 

 この要綱は、昭和６２年４月１日から施行する。 

   付 則 

 この要綱は、平成５年６月１日から施行し、改正後の鹿児島市重度身体障害者福祉電話貸与

要綱の規定は平成５年度分の補助金から適用する。 

   付 則 

 この要綱は、平成５年７月１日から施行する。 

   付 則 

 この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 

   付 則 

 （施行期日等） 

１ この要綱は、平成９年５月１日から施行し、平成９年４月分の福祉電話の回線使用料、配 

線使用料及び機器使用料（以下「基本料金」という。）から適用する。 

 （経過措置） 

２ 平成９年３月分までの基本料金に係る補助金の交付手続等については、なお従前の例によ 

る。 

   付 則 

 この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。 

   付 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

   付 則 

 この要綱は、令和３年７月１日から施行する。 

   付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に改正前の鹿児島市重度身体障害者福祉電話貸与要綱の規定により

福祉電話の貸与を受けている者は、改正後の鹿児島市重度身体障害者福祉電話貸与要綱の規

定により福祉電話の貸与を受けた者とみなす。 

 

 


